
4.1 検証対象ダム事業等の点検 

 

4.  筑後川水系ダム群連携事業に係る検討の内容 

4.1  検証対象ダム事業等の点検 

検証要領細目に基づき、筑後川水系ダム群連携事業等の点検を行った。 

 

4.1.1  総事業費及び工期 

現在保有している技術情報等の範囲内で、総事業費及び工期について点検を行った※1。  

点検の概要を以下に示す。 
※1 ダム事業の点検及び他の利水対策（代替案）のいずれの検討に当たっても、さらなるコスト縮減や工期

短縮などの期待的要素は含まないこととしている。 

なお、検証の結論に沿って、いずれの対策を実施する場合においても、実際の施工にあたってはさら

なるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしている。 

 

 

(1) 総事業費 

1) 総事業費の点検の考え方 

・平成 12年度の新規事業採択時評価に提示した総事業費を対象にして点検を行った。

（それ以降の事業再評価においても踏襲してきたもの） 

・実施計画調査を行っている段階であり、詳細な導水ルートの検討や施設の設計が未了

であるため、新規事業採択時の数量と内容を基に最新の平成 26 年度単価で確認を行

った。 

・平成 29 年度以降の残事業の数量や内容について、平成 28 年度迄の実施内容や今後の

変動要因、平成 26 年度単価を考慮して分析評価を行った。  

 

 

2) 点検の結果 

・総事業費の点検結果は表 4.1-1のとおりである。 

・点検の結果、総事業費は約 429 億円であり、今回の検証における残事業費(平成 29 年

度以降)は約 403 億円とした。 
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4.1 検証対象ダム事業等の点検 

 

 

表 4.1-1 筑後川水系ダム群連携事業に係る総事業費の点検結果 
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(2)工期 

1)工期の点検の考え方 

・建設事業着手後、残事業の完了までに必要な期間を点検した。 

・今回の点検では、トンネル工事、導水管埋設工事及び関連工事は、概略設計数量及び

施工計画等に基づき標準的な工程を仮定し、残事業の完了までに必要な期間を想定し

た。 

 

2)点検の結果 

・建設事業着手から事業完了までに概ね 6 年程度を要する見込み。 

 なお、建設事業着手までに、調査設計、関係機関との協議に最低 3 年程度を要すると

見込んでいる。 

 

表 4.1-2 筑後川水系ダム群連携事業完了までに要する必要な工期 

工
種

種別 　　  

建
設
事
業

付帯施設

仮設備（工事用道路）

揚水機場

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

トンネル工

　　　  導水管埋設

クリティカルパス 　　　  

管理設備

● ●

● ●

●

 
 

 

 

※建設事業の着手時期については未定。 
※今後実施する調査設計や協議、予算の制約や入札手続き等によっては、見込みのとおりとならない場合がある。 
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